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１．はじめに

東京地判平成 28 年 9 月 15 日（平成 27 年(ワ)第

17928 号）［リツイート事件］は，著作権を侵害する画

像のツイートをリツイートする行為の著作権侵害を否

定し，その判断の根拠として，リツイートがインライ

ンリンクの自動設定によって行われることを指摘して

いる。

一方，画像の直リンクの著作権侵害性が議論となっ

た問題として，DeNA社のキュレーションサイト問題

が知られている。画像の直リンクに関する批判は多

かったものの，DeNA社が公表した第三者委員会調査

報告書では，直リンクは，著作権侵害ではなく，倫理

上の問題であると整理されることになった。

ところで，上記リツイート事件の判決と DeNA 社

の第三者委員会調査報告書が採用したインラインリン

ク（直リンク）の定義は同義のものである。それにも

拘らず，一方は大きな批判を浴び，社会問題にもなっ

た。このことは，同じインラインリンクの定義の中に

も，社会通念上区別された態様が含まれているからに

他ならない。

本稿は，インラインリンクに限らず一般論としての

リンクを設定する行為を対象とし，これらに含まれる

異なる態様を法律的にも分離することを試みる。その

過程で，リンクを設定する行為と，ファイルローグ事

件で認定された送信可能化行為との相違点について検

討する。さらに，まねきTV最高裁判決が示した送信

可能化行為の主体の認定方法との関係についても検証

する。

２．リツイート事件の概要

本件は，氏名不詳者によって原告(写真家)の著作物

である「本件写真」をツイッター(twitter)に無断で用

いられたことに関し，被告会社に対して，当該氏名不

詳者らの発信者情報の開示を求めた事件である。プロ

バイダ責任制限法 4条 1項 1号に基づき発信者情報の

開示請求をするためには，開示請求者の権利が侵害

（本件では著作権侵害）されたことが明らかである必

要があることから，その争点の一部に「著作権を侵害

するツイートをリツイートした場合における当該リツ

イート行為が著作権侵害となるか否か」が含まれるこ

とになった。これを，本稿のテーマである送信可能化

行為に関係する部分のみ紹介する。

（１） 事実概要

判決によれば「リツイートとは，第三者のツイート
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インラインリンクと直リンクは，一般に同一のものと理解されている。まず，このインラインリンク（直リ

ンク）に関する著作権侵害が問題となった2つの事例を題材にして，インラインリンクの著作権侵害が問題と

なる場面には，異なる態様のものが含まれていることを示す。このことは，インラインリンクであるか否かの

みに基づいて著作権侵害の成否を議論することが適切ではないことを意味する。そこで，リンク（インライン

に限らない）に含まれる異なる態様を分離するために，ファイルローグ事件で認定された送信可能化行為とリ

ンクを設定する行為との相違点について検討し，まねきTV最高裁判決が示した送信可能化行為の主体の認定

方法との関係についても検証する。
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について自己のタイムラインに表示させたり自己の

フォロワーにリツイートをしたと知らせたりすること

によって，当該第三者のツイートを紹介ないし引用す

ることをいう。」とされる(判決文 前提事実(3)ウ)。

ここで，判決における「本件アカウント 2」を「アカ

ウントA」とし，「本件アカウント 3〜5」を「アカウン

ト B」と表記すると，争点となったのは図 1 のような

場面である。

図 1

アカウントAは，原告に無断で本件写真（図中ドク

ロ画像）の表示を含むツイートを行い，これにより，

アカウント Aのタイムラインに本件写真が表示され

るようになる。なお，アカウント A による当該行為

が著作権侵害を構成する点に関しては当事者間に争い

がない。

一方，アカウント Bは，アカウントAの本件写真の

表示を含むツイートをリツイートし，これにより，ア

カウント Bのタイムラインにも本件写真が表示され

るようになる。問題となったのは，このアカウント B

のリツイート行為が著作権侵害となるか否かである。

（２） 裁判所の判断抜粋

上記リツイート行為における送信可能化に関する裁

判所の判断の抜粋は以下の通り。

「本件写真の画像が本件アカウント 3〜5 のタイムライ

ンに表示されるのは，本件リツイート行為により同タ

イムラインの URLにリンク先である流通情報 2(2)の

URL へのインラインリンクが自動的に設定され，同

URL からユーザーのパソコン等の端末に直接画像

ファイルのデータが送信されるためである。すなわ

ち，流通情報 3〜5 の各 URLに流通情報 2(2)のデー

タは一切送信されず，同 URLからユーザーの端末へ

の同データの送信も行われないから，本件リツイート

行為は，それ自体として上記データを送信し，又はこ

れを送信可能化するものでなく，公衆送信（著作権法

2 条 1 項 7 号の 2，9 号の 4及び 9 号の 5，23 条 1 項）

に当たることはないと解すべきである。」（判決文 当

裁判所判断 2(1)）

「本件写真の画像ファイルをツイッターのサーバーに

入力し，これを公衆送信し得る状態を作出したのは本

件アカウント 2の使用者であるから，上記送信の主体

は同人であるとみるべきものである（最三小判平成 23

年 1 月 18 日判決・民集 65巻 1 号 121頁参照）。」（判決

文 当裁判所判断 2(2)）

（３） 解説

本件判決で採用されたインラインリンクの定義は以

下の通りであり，この定義は，経済産業省が公表して

いる「電子商取引及び情報財取引等に関する準則（経

済産業省）」(1)にも記載されている。

「インラインリンクとは，ユーザーの操作を介するこ

となく，リンク元のウェブページが立ち上がった時

に，自動的にリンク先のウェブサイトの画面又はこれ

を構成するファイルが当該ユーザーの端末に送信され

て，リンク先のウェブサイトがユーザーの端末上に自

動表示されるように設定されたリンクをいう。」(判決

文 前提事実(4))

また，「本件アカウント 3〜5 の各タイムラインに本

件写真が表示されるのは，本件リツイート行為により

当該タイムラインのウェブページ（流通情報 3〜5 の

各 URL）に本件ツイート 2 のツイート画像ファイル

保存 URL（同 2 の URL）へのインラインリンクが自

動的に設定されるためである。」(判決文 前提事実

(4))ということも認定されている。

つまり，リツイートがインラインリンクの自動設定

であり，そのリンク先がアカウント 2のツイート画像

ファイル保存 URL であることに争いはない。そし

て，インラインリンクの性質上，当該ツイート画像

ファイルは，リンク先であるアカウント 2のツイート

画像ファイル保存 URL から，アカウント 3〜5 の

URLを経由することなく，直接ユーザーのパソコン

等の端末に送信される。その帰結として，リツイート

行為自体は，画像ファイルのデータを送信せず，送信

可能化するものでないと判断された。なお，主体判断

の際に参照された判決は，本稿でも後に検証する，ま

ねきTV事件最高裁判決である。

ここで後の説明のために，ツイートとリツイートに

おける技術的事項について，図 2 を参照しながら少し

詳しく解説する。なお，図 2 中の表記は図 1 と同様で

ある。

リンクと送信可能化行為

パテント 2018Vol. 71 No. 8 − 61 −



図 2

まず，アカウント Aが第三者サーバで公開されて

いた本件画像をツイートした時点で，本件画像は

twitter 社の画像保存サーバ(pbs.twing.com)にアップ

ロードされる。そして，アカウント A のタイムライ

ンを構成する HTMLファイルには，画像保存サーバ

(pbs.twing.com)における本件画像ファイルの URLを

ターゲットとするインラインリンク(＜img＞タグ)が

追加される。すると，閲覧者がアカウント A のタイ

ムラインの HTMLファイルを読み込んだ際には，イ

ンラインリンク(＜img＞タグ)のリンク先である本件

画像ファイルがタイムラインの一部として表示され

る(2)。

一方，リツイートでは，アカウントAがアップロー

ドした画像保存サーバ(pbs.twing.com)における本件

画像ファイルの URLをターゲットとするインライン

リンク(＜img＞タグ)がアカウント Bのタイムライン

を構成する HTML ファイルにそのままコピーされ

る。すると，アカウントAの場合と同様に，閲覧者が

アカウント Bのタイムラインの HTMLファイルを読

み込んだ際には，インラインリンク(＜img＞タグ)の

リンク先である本件画像ファイルがタイムラインの一

部として表示される。なお，インラインリンク(＜img

＞タグ)のリンク先は，アカウントAが本件画像ファ

イルをアップロードした際の URLであり，アカウン

ト B自身はアップロード行為をすることはない。

３．キュレーションサイト問題の概要

同様に，インラインリンクの著作権侵害が議論に

なった事例として，キュレーションサイト問題があ

る。この事例は裁判によって争われた事例ではないの

で，DeNA社が公表した「第三者委員会調査報告書」(3)

の記載を参照しながら，この問題を検討する。

（１） 直リンクの定義

ただし，上記調査報告書では，「インラインリンク」

という言い方ではなく，「直リンク」という表現をして

いるので注意が必要である。報告書では，以下のよう

に，画像使用態様が分類されている。

「具体的な類型としては，まず，画像の使用態様によ

り，①サーバ保存と②直リンク方式に大きく分類し

た。このうち①サーバ保存とは，画像をウェブサイト

のサーバに複製し，保存する行為をいう。他方，ここ

でいう②直リンク方式とは，リンク先のウェブサイト

の一部にリンク元のウェブサイトの画像等を表示する

ものであり，リンク先のウェブサイトをダウンロード

すると，ユーザーの行為は何ら要せず，自動的にリン

ク元の画像等が表示されるものをいう。」(報告書 43

頁)

上記定義から解るように，上記調査報告書で採用し

た「直リンク」の定義と，リツイート事件の判決が採

用した「インラインリンク」とでは，「リンク先」と

「リンク元」の関係が逆になっているものの，実質的に

同義であるといえる。図 3 は，上記定義に従った①

サーバ保存方式と②直リンク方式とを図示したもので

ある。

図 3

（２） 直リンク化処理

DeNA 社が運営していたキュレーションサイトは，

別の会社から買収したものであるが，その買収交渉の

段階から，著作権法違反に関する懸念が提起されてい

た。そして，この著作権法違反のリスクに対応するた

めに行われたのが「直リンク化処理」である。この経

営判断に関して第三者委員会調査報告書は以下の点を

認定している。

「問題のある画像については，許諾を得た画像へと差

し替えるか，直リンク方式へと変更することになっ
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た。なお，直リンク方式とすることによって，著作権

法違反とならないかについては，確定した最高裁判例

などは存在しておらず，DeNAにおいても，直リンク

方式に変更することで，著作権侵害の問題を完全に解

決できるとまでは考えていなかった。この点，DeNA

においては，直リンク方式とすることで著作権法違反

のリスクを完全に払拭できなくとも，少なくとも「黒」

ではない状態になれば，事業に乗り出してもよいとい

う判断をした。」(報告書 56 頁)

そして，この直リンク化処理の結果，画像のリンク

元のウェブサイトのサーバにトラフィックが集中して

しまい，第三者サーバをダウンさせてしまう事態も発

生してしまうことになる。

（３） 第三者委員会の判断

上記のように，キュレーションサイト問題は，サー

バ保存方式は著作権法違反であっても，直リンク方式

は少なくとも「黒」ではないという見解を信じてし

まったが故に経営判断を誤ってしまったという側面も

ある。

これにも拘わらず，第三者委員会は「②直リンク方

式の画像については，サーバー上での行為も含め複製

行為や公衆送信が想定されないことから複製権侵害や

公衆送信権侵害の問題は生じないという見解も有力で

あり，本報告書においても著作権法違反の可能性あり

とは判断しなかった。」とし，経営判断を誤らせた見解

を肯定するものになってしまった。

第三者委員会は，その判断の根拠として，上記②直

リンクの定義の出典である「インターネットと著作権

[佐野信]」の記載(4)，および，インラインリンクの定

義の出典である「電子商取引及び情報財取引等に関す

る準則（経済産業省）」の記載(5)を指摘している。判断

の根拠として引用された文献からも解るように，第三

者委員会は「インラインリンク」と「直リンク」が単

に言葉の違いに過ぎないと理解したのだろう。

なお，第三者委員会が判断の根拠とした見解は，リ

ツイート事件における判決が採用した見解と共通して

いる。この有力とされている見解を簡単にまとめる

と，「リンク先の画像等コンテンツのデータは，リンク

元のウェブサイトのサーバに送信されるわけではなく

蓄積もされることもことなく，リンク先のサーバから

直接送信されるのだから，複製権，自動公衆送信権，

送信可能化権を侵害するとはいえない」となるだろう

（同見解を採用する判決としてロケットニュース 24 事

件(6)もある）。しかしながら，後述するファイルロー

グ事件との関係を考えると，「リンク先の画像等コン

テンツのデータがリンク先のサーバから直接送信され

る」こと自体は，送信可能化権の侵害を否定する根拠

としては不十分であるように思われる。

４．2つの事案の比較

ところで，図 2 と図 3 を見比べると，リツイート事

件で問題となったリツイートと，キュレーションサイ

トで問題となった直リンクとでは，画像の使用態様が

大きく異なることが解る。キュレーションサイト問題

の第三者委員会調査報告書における定義に従えば，リ

ツイートは（そしてツイートも），①サーバ保存方式に

属する使用態様となってしまうだろう。

ここで注意すべきは，リツイートがインラインリン

クを使用していること自体は間違いないということ

だ。これは単に，①サーバ保存方式の画像の使用態様

においても，純粋な技術としてのインラインリンクが

用いられているだけのことである。問題は，インライ

ンリンクの使用態様の中に異なる性質のものが含まれ

ていることなのだろう。

そもそもインラインリンクは技術的観点からの分類

に過ぎないのだから，これが善悪の分別に整合するこ

とを期待すべきではない。それにも拘わらず，インラ

インリンクであるか否かを根拠として法的判断をすれ

ば，本来禁止されるべき行為に潜脱を許すことにも

なってしまう。

そこで，以下ではインラインリンクに含まれる異な

る態様を法的観点から分離することを試みる。なお，

ここからはインラインリンクに限らず，通常のリンク

（ハイパーリンク）を含めて検討してみたい。

５．送信可能化行為の定義

ここで，送信可能化行為の定義について確認する

と，2つに類型されて規定されていることが解る。

〔2 条 1 項 9 号の 4〕

自動公衆送信 公衆送信のうち，公衆からの求めに

応じ自動的に行うものをいう。

〔2 条 1 項 9 号の 5〕

送信可能化 次のいずれかに掲げる行為により自動

公衆送信し得るようにすることをいう。

イ 公衆の用に供されている電気通信回線に接続し
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ている自動公衆送信装置（…）の公衆送信用記録媒

体に情報を記録し，情報が記録された記録媒体を当

該自動公衆送信装置の公衆送信用記録媒体として加

え，若しくは情報が記録された記録媒体を当該自動

公衆送信装置の公衆送信用記録媒体に変換し，又は

当該自動公衆送信装置に情報を入力すること。

ロ その公衆送信用記録媒体に情報が記録され，又

は当該自動公衆送信装置に情報が入力されている自

動公衆送信装置について，公衆の用に供されている

電気通信回線への接続（配線，自動公衆送信装置の

始動，送受信用プログラムの起動その他の一連の行

為により行われる場合には，当該一連の行為のうち

最後のものをいう。）を行うこと。

上記 2条 1項 9号の 5の記載から解るように，送信

可能化行為の候補は，同号イに 4つの行為（以下これ

を「イ型行為」という。）が規定され，同号ロに 1つの

行為（以下これを「ロ型行為」という。）が規定されて

いる。候補として 5 つの行為を列挙するのであれば，

同列に記載することも可能であったろうが，実際はそ

うしなかったのには理由がある。

イ型行為とロ型行為は，大きく性質が異なる行為で

あり，このイ型行為とロ型行為の違いを簡単に説明す

ると，図 4 のように自動公衆送信装置の前後の行為と

して分類されているといえるだろう。

図 4

ここで問いたいのは，リンクを設定する行為が送信

可能化行為に該当し得るとするならば，イ型行為とロ

型行為のどちらが適切なのだろうかということだ。リ

ンクを設定する行為は，自動公衆送信装置と公衆が用

いる端末との間の技術に関するのだから，素直に考え

るなら，該当し得るならロ型行為となるはずだ。

この点，リツイート事件の判決は，弁論主義的側面

も大きいが，アカウント 2の使用者がイ型行為の主体

であることを認定することをもって，アカウント 3〜5

の使用者が送信の主体でないという結論を導いてし

まった(7)。少なくとも条文の記載は「次のいずれかに

掲げる行為により」となっている以上，アカウント

3〜5 におけるロ型行為の該当性についても検討が必

要だったのではないだろうか。

６．ファイルローグ事件との相違点

ここで，ロ型行為が認定された裁判例として，ファ

イルローグ事件第 1審中間判決(8)を検討する。この事

件は，いわゆるハイブリッド型 P2Pのファイル共有

サービスにおいて，規範的利用主体論を適用した事例

として知られているが，ここで着目すべきは，その前

提として，送信者（送信する側の一般利用者）の行為

がロ型の送信可能化行為であると認定されている点で

ある。

（１） ファイルローグ事件の概要

上記同号ロの括弧書きからも解るように，同号ロが

規定する「接続」は，単に物理的または電気的な接続

のみならず，通信接続なども含み得るものである。当

該中間判決は「送信者が本件クライアントソフトを起

動し，接続ボタンをクリックして被告サーバに接続す

ると（…），共有フォルダに蔵置した電子ファイルの

ファイル情報（ファイル名，フォルダ名，ファイルサ

イズ及びユーザー ID）並びに IP アドレス及びポート

番号（…）に関する情報（…）が被告サーバに送信さ

れる。」「（受信者）は，本件クライアントソフトを起動

して被告サーバに接続し，キーワードとファイル形式

によって，被告サーバに対して，希望する電子ファイ

ルの検索の指示を送信すると，被告サーバから，被告

サーバに接続している他の利用者のパソコンの共有

フォルダ内の上記指示に沿った電子ファイルに関する

情報（ファイル名，ファイルパス名，ユーザー ID，IP

アドレス及びポート番号等）が送信される。」（判決文

前提事実（3））という事実を認定した（図 5参照）。

図 5

そして上記前提事実から，当該中間判決は「送信者

が，電子ファイルをパソコンの共有フォルダに蔵置し

て，本件クライアントソフトを起動して被告サーバに

接続すると，送信者のパソコンは，被告サーバにパソ
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コンを接続させている受信者からの求めに応じ，自動

的に上記電子ファイルを送信し得る状態となる。」「し

たがって，電子ファイルを共有フォルダに蔵置したま

ま被告サーバに接続して上記状態に至った送信者のパ

ソコンは，被告サーバと一体となって情報の記録され

た自動公衆送信装置（法 2条 1項 9号の 5イ）に当た

るということができ，また，その時点で，公衆の用に

供されている電気通信回線への接続がされ，当該電子

ファイルの送信可能化（同号ロ）がされたものと解す

ることができる。」（判決文 当裁判所判断 1(1)イ(ア)）

という結論を導いている。

つまり，被告サーバを経由しているものの，送信者

が受信者にファイル情報並びに IP アドレス及びポー

ト番号に関する情報を送信することによって，「受信

者からの求めに応じ，自動的に上記電子ファイルを送

信し得る状態となる」とし，このことをもって，「当該

電子ファイルの送信可能化（同号ロ）がされた」とし

たのである。

ここで注意したいのは，ファイル情報等は，被告

サーバを経由しているものの，電子ファイル自体は，

送信者から受信者に直接送信されることである。これ

がハイブリッド型 P2Pの特徴であり，電子ファイル

のアップロード行為（イ型行為）が介在しないので，

ロ型行為の認定をしなければ送信可能化権の侵害は成

立し得ない事案だった。

（２） 比較

ここで，リンクの設定において用いられる URLの

役割との比較をすると，ファイルローグ事件における

ファイル情報並びに IP アドレス及びポート番号の役

割とほぼ同値であることが解る。URLは，「何を」「何

処へ」「どのように」求めるのかの情報を与えていると

説明されることもあり，これは送信要求行為の前提と

なる情報である（図 6参照）。

図 6

リンクを介した送受信では，最初に，サーバ Xに蔵

置された画像等コンテンツの URLが何らかの形で知

得され，サーバ Yに蔵置された HTMLファイルにお

けるリンク先として記載される。すると，受信者が

サーバ Bからリンク情報を含むHTMLファイルを受

信した際に，インラインリンクでは自動的に，ハイ

パーリンクではクリックを契機として，サーバ Xに

蔵置された画像等コンテンツが要求され，その応答と

して，当該画像等コンテンツのデータが送信されるこ

とになる。インラインリンクとハイパーリンクでは自

動か否かの違いはあるもの，送信要求行為のために

URLが用いられていることに違いはない。

インターネット上の通信接続は，標準化された汎用

プロトコルによって実現されているが，これを用いて

公衆からの求めに応じ自動的に公衆送信し得るように

するには，その前提として「何を」「何処へ」「どのよ

うに」要求すればよいのかを公衆に提供する必要があ

る。ファイルローグ事件におけるファイル情報等や，

リンクの設定における URLは，公衆が送信要求行為

の前提情報を提供することに相当し，行為主体の問題

などを除いた純粋な技術的事実としては，同号ロ括弧

書が定める「接続」における「一連の行為のうち最後

のもの」に該当するに十分な行為と言えるだろう。

ただし，送信要求行為の前提となる情報を提供する

行為が同号ロ括弧書の「最後のもの」であるか否かの

結論は，ここでは述べずに，主体の問題と共に後述す

る。この問題は，送信要求行為が「一連の行為のうち」

に含まれるか否かに密接であり，含まれないのであれ

ば，送信要求行為の前提となる情報を提供する行為が

同号ロ括弧書の「最後のもの」となるだろう。

また，リンクを設定する行為とファイルローグ事件
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との間には，大きな相違点も残っている。それは，

ファイルローグ事件では，P2P 技術が用いられていた

のでアップロード行為（イ型行為）が存在していな

かったのに対し，リンクを設定する行為に関しては，

アップロード行為（イ型行為）も別に存在している点

である。しかも，争いが生じる場合の多くが，リンク

を設定する行為とアップロード行為が別の者によって

なされるという特徴がある。

７．送信可能化行為の柱書要件

リンクを設定する行為がロ型行為に該当するとして

も，ロ型行為が直ちに送信可能化行為に該当する訳で

はない。同号柱書にあるように，その行為により「自

動公衆送信し得るようにする」ものでなければならな

いからだ。このことは，立法制定者の解説(9)にも述べ

られていると共に，裁判例(10)でも指摘されていること

である。

一方，前記したように，リンクを設定する行為（ロ

型行為）には，これとは別にアップロード行為（イ型

行為）が存在している。送信可能化行為自体は，イ型

行為またはロ型行為のいずれかであっても，柱書が要

件として機能している以上，イ型行為の態様によって

は，柱書の要件を介して，ロ型行為の違法性に影響を

及ぼすこともあると考えるべきであろう。

ここで，柱書の要件については，以下の 2つの立場

が考えられるだろう。

A 説：全く自動公衆送信し得ない状態から「自動公

衆送信し得るようにする」ことを要する。

B 説：既に自動公衆送信し得える状態にあっても，

これとは別に新たに「自動公衆送信し得るようにす

る」と評価できれば十分とする(11)。

そして，A説と B 説で大きな違いを生じさせるの

は，正当権利者がイ型行為を行っている場合であり，

世間一般でいうところの「直リンク」の問題の本質は

そこにあるといえる。

（１） 直リンク問題の本質

前記したように，キュレーションサイト問題におけ

る第三者調査委員会報告書では，「直リンク」と「イン

ラインリンク」を同義のものとして問題点を整理して

いる。しかしながら，世間一般でいうところの「直リ

ンク」は，「インラインリンク」よりも狭い意味で用い

られているはずだ。そもそも，「サーバ保存方式」で

あっても純粋技術的な「インラインリンク」が用いら

れるのだから，「直リンク」と「インラインリンク」を

同義のものとしてしまえば，「①サーバ保存方式」と

「②直リンク方式」とに分ける分類自体が矛盾を含む

ことになる。

では，世間一般でいうところの「直リンク」とは何

であるかというと，正当権利者がアップロード（イ型

行為）をした画像などのコンテンツに対して，他人が

インラインリンクを設定（ロ型行為）することをいう

はずだ。言い換えると，直リンクとは，正当権利者の

イ型行為が作出した「自動公衆送信し得る」状態をた

だ乗りするロ型行為なのである。少なくとも，キュ

レーションサイトで問題となった直リンクは，上記の

ようなただ乗りが発生しているインラインリンクと

なっている。

ここで少し問題を整理すると，キュレーションサイ

トで問題となった直リンク（ロ型行為）は，単なるイ

ンラインリンクではなく，その前段としてのイ型行為

は正当権利者によって行われている。その一方で，リ

ツイート事件におけるリツイート行為では，そもそも

ツイート（イ型行為）自体が違法である。つまり，同

じインラインリンクの設定（ロ型行為）を行っていて

も，前段のイ型行為の性質が大きく異なるといえるだ

ろう(12)。

このように，リンクを設定する行為がロ型行為に該

当するとしても，その前段としてのイ型行為の性質に

よっては，リンクを設定する行為の善悪に関する印象

も大きく影響を受ける。しかも，イ型行為者自身がロ

型行為も行っており，2つのロ型行為が併存している

場合もある。それらのことを踏まえた上で，柱書要件

の解釈について検討する必要があるだろう。

図 7
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まず，柱書き要件に関してA説を採用すれば，いわ

ゆる「直リンク」は送信可能化行為にならないことに

なる。正当権利者がアップロード（イ型行為）をして，

既に「自動公衆送信し得る」状態が作出されているの

で，その後に他人がインラインリンクを設定（ロ型行

為）しても，全く自動公衆送信し得ない状態から「自

動公衆送信し得るようにする」ことにはならない。

そして思うに，A説を採用することは，実質的な消

尽を認めてしまうことでもあり，適切ではないだろ

う。著作権では，一部の支分権に消尽が認められてい

るものの，全般的には消尽がなじまないだろうし，ま

して，公衆伝達権（23 条 2 項）は公衆送信（同条 1項）

後の著作物に対しても権利を認めているにも拘らず，

公衆送信の前段のイ型行為で後段のロ型行為の権利が

消尽することを正当化するのは難しい。

そもそも，いわゆる「直リンク」は，社会一般の認

識としても少なくとも倫理上（ネットマナー）の問題

として理解されていることや，公衆送信以外の著作権

法違反または他法の違反であるとの指摘もあるのだか

ら，他に弊害がないのであれば B説を採用するのが適

切だろう。B 説を採用した場合，最終的には新たな自

動公衆送信と評価し得るか否かで事案を切り分けるこ

とになるだろうが，著作権者が望まないような直リン

クの多くは送信可能化権の侵害として処理することが

できるはずだ。

（２） 違法アップロードに対するインラインリンク

それでは，リツイート事件に代表されるような，違

法なイ型行為によって作出された「自動公衆送信し得

る」状態の画像等コンテンツに対してインラインリン

クを設定するロ型行為はどのように理解すべきなのだ

ろうか。

この場合，A説を採用すると，イ型行為のみが違法

となり，ロ型行為は違法とはならない。先述したリツ

イート事件における判決が，「本件写真の画像ファイ

ルをツイッターのサーバーに入力し，これを公衆送信

し得る状態を作出したのは本件アカウント 2の使用者

であるから，上記送信の主体は同人である」として，

ツイート（イ型行為）のみを違法したのは，結果的に

は，A説を採用したと理解することもできる。

しかも，この場合は A説を採用することに利点も

あると言えるだろう。違法なイ型行為によって「自動

公衆送信し得る」状態が作出されたことを知らない者

がロ型行為を行っても違法とはならないからだ。

しかしながら，この場合であっても B説を採用する

ことが適切であるように思われる。A説を採用すれ

ば，善意のロ型行為を違法とせずに済むが，悪意のロ

型行為も違法としないことになってしまうからだ。

いわゆるリーチサイトでは，違法なアップロードに

よって画像等コンテンツを「自動公衆送信し得る」状

態にする者がおり，これとは別の者がその「自動公衆

送信し得る」状態の画像等コンテンツに対してリンク

を設定する。実際には，このようなリーチサイトにお

けるリンクの設定者は，違法なアップロード行為者と

共同しているのだろうが，その共同の事実まで認定す

るのは困難であり(13)，近時問題となっていた。B説を

採用した場合，リンクを設定しなければ画像等コンテ

ンツが自動公衆送信されることがなかったのだか

ら(14)，これを新たな自動公衆送信であると評価して，

リーチサイトにおけるリンク設定者を独立して送信可

能化権の侵害に問うことができるだろう。

一方，B 説を採用した場合は，善意のロ型行為を保

護し得るかの問題が残るが，これも新たな自動公衆送

信であるかの評価の問題として処理すれば十分である

ように思われる。

その理由は，善意の者が「自動公衆送信し得る」状

態の画像等コンテンツに対するインラインリンクを設

定する状況は，典型的には，インラインリンクが自動

的に設定される場合（例：ツイートに対するリツイー

ト）や，公開されたタグを用いてインラインリンクを

設定する場合（例：動画サイトなどの共有タグ）など

が大部分であろうからである。

このような場合，イ型行為者がロ型行為をするため

の手段を既に公衆に提供しているのだから，提供され

た当該手段を使用してロ型行為を行っても，新たに

「自動公衆送信し得るようにする」とは解すべきでは

ないだろう。既に指摘したように，URLの提供がロ

型行為に該当すると解すべき理由は，「何を」「何処へ」

「どのように」要求すればよいのかの情報を提供する

からであり，クリック等の簡単な操作によってインラ

インリンクが自動的に設定される場合や共有タグの様

式で公開されている状況も，「何を」「何処へ」「どのよ

うに」要求すればよいのかの情報を提供している。

また，最終的には，同号ロ括弧書が定める「一連の

行為のうち」何処までをイ型行為者が実質的に行って

いたかによって，新たに「自動公衆送信し得るように

する」のか否かを画することになるのかもしれない
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が，「何を」「何処へ」「どのように」要求すればよいの

かの情報が何らかの形で提供されていない状況では，

たとえ正当権利者によって「自動公衆送信し得る」状

態にされた画像等コンテンツであったとしても，これ

に対し当該権利者が望まないインラインリンクを設定

すること（直リンク）は禁止されるべきであるのだか

ら，イ型行為が違法であった否かに拘わらず，インラ

インリンクを設定することは慎むべきなのだ。

インターネット上には，一般ユーザーが認識してい

るよりも遥かに多くのインラインリンクが活用されて

おり，一般ユーザーが気付かないうちにインラインリ

ンクの設定に関与している(15)。そして，これらのイン

ターネットのインフラ技術としてのインラインリンク

が不測の事態で使用できなくなってしまうのは問題だ

との意見もある。しかしながら，これらのインライン

リンクの場合は，上記のように，新たに「自動公衆送

信し得るようにする」とは評価できないように思われ

るし，そもそも，このようなネットインフラ技術の健

全利用を確保するための議論は，同号の要件解釈とし

て議論すべき問題ではない。

（３） ハイパーリンクの場合

ハイパーリンクの場合は，クリックという操作を契

機として送信が開始されるものの，画像等コンテンツ

の URLを提供することの技術的意義はファイルロー

グ事件と同様なのだから，主体の問題を除いて考える

と，法 2条 1項 9号の 5が定めるロ型行為に該当する

だろう。しかしながら，ハイパーリンクを設定する行

為がロ型行為に該当するとしても，やはり柱書の要件

を満たさなければ，送信可能化行為には該当しない。

したがって，ハイパーリンクの場合における柱書の要

件も，どのように理解されるべきかの問題が同様に生

じるが，結論としては，ハイパーリンクの場合も B説

を採用すべきだろう。

まず，正当権利者が「自動公衆送信し得る」状態に

した画像等コンテンツに対してハイパーリンクを設定

する行為は，B 説を採用しても問題ない。典型事例と

して，正当権利者がWebサイトを運営しており，そ

こで公開されている画像等コンテンツに対してハイ

パーリンクを設定した場合を考えると，ハイパーリン

クをクリックした後に表示される表示態様は，正当権

利者が運営しているWebサイトで公開されている表

示態様がそのまま表示されるだけなので，これは新た

に「自動公衆送信し得る」ようにしたとは評価できな

いだろう。

もっとも，本来は公開していない画像等コンテンツ

に対してハイパーリンクを設定することも可能である

し，リンクの設定を工夫して，正当権利者が運営して

いるWebサイトで公開されている表示態様とは異な

る表示をすること（実質的なインラインリンク化）も

可能であろう。そのような場合は新たに「自動公衆送

信し得る」ようにしたと評価し得る余地もある。

一方，違法に「自動公衆送信し得る」状態にした画

像等コンテンツに対して，違法であることを知らずに

ハイパーリンクを設定する行為も，通常であれば違法

にならないだろう。上記のように典型事例で考えれ

ば，違法なWebサイトであるとしても，ハイパーリ

ンクをクリックした後に表示される表示態様は，その

Webサイトにおける表示態様がそのまま表示される

ので，これは新たに「自動公衆送信し得る」ようにし

たとはいえない。

ただし，リーチサイトのような場合には結論が異

なってくる。リーチサイトの場合，リンクを設定（ロ

型行為）する者とは別に，違法なアップロード行為

（イ型行為）を行う者がいるが，その者はアップロード

した違法コンテンツを自動公衆送信することは通常な

いし，また，リンクを設定しなければ違法コンテンツ

が自動公衆送信されることもない(16)。このような場

合は，新たに「自動公衆送信し得る」ようにするもの

だから，リーチサイトにおけるリンクを設定する行為

も送信可能化権の侵害と考えられる。

８．行為主体の問題

ここまで，リンクを設定する際に用いられる URL

は，技術的観点からはファイルローグ事件中間判決に

おけるファイル情報並びに IP アドレス及びポート番

号と同義であることを根拠に，リンクを設定する行為

それ自体は法 2条 1項 9号の 5ロに該当し，さらに柱

書要件を満たせば送信可能化行為に該当するとして議

論を進めてきた。

一方，ファイルローグ事件中間判決は，主体の問題

に関して規範的利用主体論を適用しているという特殊

事情もある上に，その後にまねきTV事件最高裁判決

がなされ，送信可能化行為における主体の問題に関し

て判断が行われた。したがって，リンクを設定する行

為の主体の問題は，まねきTV事件最高裁判決の説示

と無関係に議論することはできない。
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（１） まねき TV事件最高裁判決の射程

まねきTV事件最高裁判決(17)は，著作権法が送信可

能化を規制の対象となる行為として規定した趣旨およ

び目的を指摘した上で，以下を説く。

「自動公衆送信が，当該装置に入力される情報を受信

者からの求めに応じ自動的に送信する機能を有する装

置の使用を前提としていることに鑑みると，①その主

体は，当該装置が受信者からの求めに応じ情報を自動

的に送信することができる状態を作り出す行為を行う

者と解するのが相当であり，②当該装置が公衆の用に

供されている電気通信回線に接続しており，これに継

続的に情報が入力されている場合には，当該装置に情

報を入力する者が送信の主体であると解するのが相当

である。」（下線は筆者）

この判旨は，主体に関する異なるレベルでの判断基

準を述べており，下線①は一般的な基準であるが，下

線②はより具体的な基準である。この 2つの基準の間

で，リンクを設定する行為の主体は，どのように判断

されるべきなのかが問題となる。

まず，下線①の基準は，リンクを設定する行為の主

体に関しても及ぶと考えるべきだろう。調査官解説に

は「当該自動送信装置が，インターネット等に接続さ

れていれば，そこに情報が入ることによって，情報は

送信され得るのであるし，当該自動公衆送信装置に既

に情報が入れられていれば，同装置をインターネット

等に接続することで情報は送信され得るのである。こ

れらを包含するものとして行為の主体を示すとすれ

ば，送信の主体は，自動公衆送信装置が情報を送信す

ることができる状態を作り出す者をいうということに

なろう。」(18)とあり，下線①の基準が，イ型行為とロ型

行為を包含するものだったことが解る。

このことは，単にリンクを設定する行為がロ型行為

に該当するが故に下線①の基準を受けることに留まら

ない。既に指摘したように，リンクを設定する行為の

場合，ロ型行為とは別にイ型行為も存在する。しか

も，イ型行為とロ型行為が別の者によって行なわれる

場合も多い。そして，いわゆる「直リンク」の問題の

本質は，正当権利者のイ型行為が作出した「自動公衆

送信し得る」状態をただ乗りするロ型行為にあった。

下線①の基準がイ型行為とロ型行為を包含するもので

あることは，リンクを設定する行為（ロ型行為）が送

信可能化行為である場合の主体の問題も，柱書要件が

重要な役割を果たすことを意味する。

この点につき，リンクを設定する行為が送信可能化

行為であるためには，ロ型行為に該当するだけでは不

十分であり，柱書要件も満たさなければならないこと

を指摘してきたことは，下線①の基準と軌を一にす

る。

一方，下線②の基準は，リンクを設定する行為の主

体に関しては適用できないと考えるべきだろう。調査

官解説には「インターネット等に接続されている当該

装置に情報が継続的に入力されている場合に限定され

ているのは，自動送信機能を持つ装置に情報が既に蓄

積されていて，当該装置をインターネット等に接続す

るような場合には，その接続行為者を送信の主体と捉

えることが可能であると考えられるなど，当該装置が

情報送信することができる状態を作り出す行為には，

状況に応じて様々な態様が考えられるところ，本件の

事案に即した場面設定を行って，接続行為に着目すべ

き場面を除くとの考慮が働いたためであると思われ

る。」(19)とされており，接続行為（ロ型行為）を除外す

る意図があったことが述べられているからである。

しかも，調査官解説の注 16には，接続行為者を送信

の主体と捉えることが可能である例として，前掲の

ファイルローグ事件第 1審中間判決を挙げている。つ

まり，リンクを設定する行為がファイルローグ事件に

類似の接続行為（ロ型行為）であるならば，下線②の

基準を適用することはできないことになる。

ところで，前掲リツイート事件の判決は，まねき

TV事件最高裁判決が示した下線②の判断基準に従い

送信の主体を定めているが，判断基準の適用場面の選

択としては不適切だったのだろう。もっとも，これ

は，リンクを設定する行為が接続行為（ロ型行為）で

あることの主張がされていなかったからであり，仮に

ロ型行為である旨の主張がされていたなら，侵害成否

の結論は同じであったとしても，まねきTV事件最高

裁判決との関係は異なるものになっていたのかもしれ

ない。

（２） インラインリンクの場合

上記のように，まねきTV事件最高裁判決における

下線②の判断基準は，リンクを設定する行為が送信可

能化行為となる場合の主体の定め方に関しては適用す

ることができない。しかしながら，インラインリンク

の設定が問題となる場面では，送信可能化行為の主体

も自ずと定まると考えられる。何故ならば，インライ

ンリンクでは，ほとんどすべての処理が自動的に実行
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されてしまうので，主体的関与者が限定されているか

らである（図 8参照）。

図 8

関与者 Aは，画像等コンテンツをサーバ Xにアッ

プロードする。関与者 Bは，サーバ Xにアップロー

ドされた画像等コンテンツの URLを何らかの方法で

知得し，サーバ Yに蔵置された HTMLファイルに当

該 URLをターゲットにするインラインリンクを設定

する。そして，関与者 Cは，インラインリンクが設定

された HTMLファイルで構成されたウェブサイトを

閲覧する。すると，サーバ Xにアップロードされた

画像等コンテンツは，サーバ Yを経由することなく，

ウェブサイトの一部として自動的に表示されることに

なる。

ここで，関与者 Cは，当該画像等コンテンツの送信

に関して何ら主体的に関与していない。それどころ

か，関与者 Cは当該画像等コンテンツがサーバ Xと

サーバ Yのどちらから送信されたかも気付かないこ

とがほとんどであろう。したがって，この送信に関し

て主体的に関与している関与者 Aと関与者 Bの一方

または両方が主体となる。

まねき TV 事件最高裁判決における下線①の判断

基準に従えば，柱書要件を満たすようにする行為をし

た者が送信の主体となり，既に指摘したように，この

柱書要件には 2つの解釈が成立する。柱書要件を，全

く自動公衆送信し得ない状態から「自動公衆送信し得

るようにする」ことを要すると理解すれば，常に関与

者 Aのみが送信の主体となり，既に自動公衆送信し

得える状態にあっても，これとは別に新たに「自動公

衆送信し得るようにする」と評価できれば十分である

と理解すれば，関与者 Bも送信の主体となる余地も生

じ得る。

そして，後者の柱書要件の理解に基づいて送信の主

体も定めるべきであることは既に説明した通りであ

り，その重要な利点は，いわゆる「直リンク」や「リー

チサイト」が違法となる点である。

（３） ハイパーリンクの場合

一方，ハイパーリンクの場合，主体的に関与する者

が増えるので少し事情が複雑になる（図 9参照）。

図 9

ハイパーリンクの場合，関与者 Cがリンクをクリッ

クする等の主体的要求行為を行うことによって，サー

バ Xにアップロードされた画像等コンテンツの送信

が開始されることになる。すると，サーバ Xにアッ

プロードされた画像等コンテンツは，サーバ Yを経

由することなく関与者 Cの端末へ送信される点はイ

ンラインリンクと同様であるが，一般には，サーバ Y

に蔵置された HTMLファイルが構成するウェブサイ

トの一部としてではなく，当該画像等コンテンツのみ

又は当該画像等コンテンツを含む別のウェブサイトが

表示されることになる。

ここで問題となるのは，関与者 Cがリンクをクリッ

クする等の主体的行為を行っている点であり，このリ

ンクをクリックする等の送信要求行為をもって，送信

の主体とみることが可能であるかである。

この点に関しても，調査官解説は「当該送信要求行

為は，自動公衆送信の定義において，受信者からの

「求め」として規定されているのである（法 2条 1項 9

号の 4）から，本来的に，「求め」を行う受信者につい

て，その「求め」に相当する送信要求をすることのみ

で送信の主体として想定しているものでもないという

べきだろう。」(20)と説明している。これに従えば，関与

者 Cがリンクをクリックする等の送信要求行為を主

体的に行っているとしても，そのことのみで送信の主

体とはならないことになる。

結局，関与者 Aと関与者 Bの一方または両方が主

体となり，インラインリンクの場合と同様に考えれば

よいことになる。つまり，関与者 A が送信の主体と

なるのはもちろんであるが，関与者 Bの行為が新たに

「自動公衆送信し得るようにする」と評価できる場合
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には，関与者 Bも送信の主体とすればよい。

なお，積み残していた，送信要求行為の前提となる

情報を提供する行為が同号ロ括弧書の「一連の行為の

うち最後のもの」であるか否かの問題は，送信要求行

為自体は「一連の行為」に含まれないのだから，送信

要求行為の前提となる情報を提供する行為が同号ロ括

弧書の「最後のもの」といえることなるだろう。

９．おわりに（まとめ）

一般に，リンクを設定する行為は送信可能化行為に

該当しないと考えられているが，これは必ずしも正確

な理解ではない。著作権法が定める送信可能化行為に

は，アップロードに代表されるイ型行為と，接続行為

としてのロ型行為とがあり，従前の裁判例ではイ型行

為の該当性のみが争われていた。しかしながら，リン

クの仕組みを考えれば，リンクを設定する行為が送信

可能化行為に該当するとすれば，接続行為としてのロ

型行為であり，この点について従前の裁判例は，主張

されていないから判断もしていないとみるのが正確な

ところだろう。

ところで，ロ型行為が認定された裁判例として，

ファイルローグ事件第 1審中間判決がある。この事件

は，いわゆるハイブリッド型 P2P のファイル共有

サービスにおいて，規範的利用主体論を適用した事例

として知られているが，むしろ着目すべきは，その前

提として，送信者の行為がロ型の送信可能化行為であ

ると認定されている点である。P2P を用いたファイ

ル共有では，アップロード（イ型行為）を経由するこ

となく，送信者から受信者へ直接ファイルが送信され

るので，接続行為としてのロ型の送信可能化行為を認

定しなければ，規範的利用主体論の前提としての著作

権侵害行為が存在し得ない。

そして，主体の議論を別にして同号ロの「接続」に

着目すれば，ファイルローグ事件において認定された

接続に関する技術的事項は，リンクを設定する行為に

おいても同様に妥当する。つまり，純粋に技術的観点

からは，リンクを設定する行為も同号ロに規定された

「接続」に該当すると考えるのが自然だ。もっとも，リ

ンクを設定する行為に関しては，ロ型行為とは別にイ

型行為も行われ，しかも別の主体によって行われるこ

ともあるという点で，ファイルローグ事件とは異な

る。

一方，送信可能化行為における主体の問題に関して

は，まねきTV事件最高裁判決が存在している。当該

最高裁判決は，ファイルローグ事件よりも後になされ

た判決であり，送信可能化行為の主体の定め方に判断

が行われているのだから，リンクを設定する行為の技

術的事項がファイルローグ事件と同様であったとして

も，その主体の認定はまねきTV事件最高裁判決に従

うべきものとなる。

ところが，まねきTV事件最高裁判決は，リンクを

設定する行為に関しては直接的には適用できない。調

査官解説によれば，当該最高裁判決における具体的な

判断基準を述べる判旨部分は，同号ロに該当する場合

を除外しているのであり，ロ型行為に該当するリンク

を設定する行為に適用することはできない。

他方，一般的な判断基準を述べる判旨部分は，イ型

行為とロ型行為の両方を包含するものであり，送信の

主体は同号柱書要件を満たす状態を作り出す行為を行

う者であると説明されている。リンクを設定する行為

（ロ型行為）の違法性が問題となる場面は，別主体に

よってイ型行為が行われていることが多く，問題点は

同号柱書要件に集約されているともいえる。

ここで，同号柱書要件の理解の仕方に関しては，

(A)全く自動公衆送信し得ない状態から「自動公衆送

信し得るようにする」ことを要するのか，(B)既に自

動公衆送信し得える状態にあっても，これとは別に新

たに「自動公衆送信し得るようにする」と評価できれ

ば十分とするのかで 2つの理解の仕方があり得る。従

前の裁判例がアップロード行為（イ型行為）によって

「自動公衆送信し得る」状態となったことのみに着目

し，リンクを設定する行為（ロ型行為）の著作権侵害

を否定してきたのは，見方によっては A説を採用し

てきたともいえる。

しかしながら，A説を採用することは実質的な消尽

を認めてしまうことでもあり，適切ではないだろう。

B説を採用するならば，いわゆる「直リンク」や「リー

チサイト」の問題においても，リンクを設定する行為

（ロ型行為）の著作権侵害を肯定し得る余地も生まれ

る。また，B 説を採用しても，健全なリンクを設定す

る行為が著作権侵害にならないと解釈することも可能

であると思われる。

〔追記〕本稿の脱稿後にリツイート事件の控訴審判決

（知財高判平成 30 年 4 月 25 日・平成 28 年(ネ)第

10101 号）に接した。当該控訴審判決では，まねき
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TV 事件最高裁判決とリツイート行為との関係が，

本稿の立場に近いものへと修正されたと理解してい

る。その他幾つかの点で本稿と類似点を有している

が，これらに関する考察は含めずに当初のまま公表

することにした。

（注）

(1)少なくとも平成 18 年 2 月改訂版「電子商取引等に関する準

則」以降の各改訂版に記載がある。

(2)細かい点だが，twitter のサーバ構成は，HTMLファイルは

「twitter.com」か ら 呼 び 出 さ れ，画 像 フ ァ イ ル は

「pbs.twimg.com」から呼び出されるように構成されている。

(3)東京証券取引所 TDnet に DeNA社が開示（2017 年 3 月 13

日）。

(4)佐野信「インターネットと著作権」牧野利秋＝飯村敏明編

『新裁判実務大系 22 著作権関係訴訟』（青林書院 2004 年）

456 頁には，「リンク元の一部に表示されているリンク先の

ウェブサイトの画像のデータは，リンク先のウェブサイトの

サーバーから直接送信されるのであるから，右各リンク

（注：直リンクのこと）を張る行為は，複製権，自動公衆送信，

送信可能化権を侵害するとはいえないと解される。」との記

載がある。

(5)経済産業省「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」

（平成 29 年 6月改訂版）には，「サーフェスリンク，ディープ

リンク，イメージリンク，フレームリンク，インラインリン

クの個別の態様でのリンクを張る行為自体においては，原則

として著作権侵害の問題は生じないと考えるのが合理的であ

る。」との記載がある。

(6)大阪地判平成 25 年 6月 20日(平成 23 年(ワ)第 15245 号)

[ロケットニュース 24 事件]も同様に，「本件動画のデータ

は，本件ウェブサイトのサーバに保存されたわけではなく，

本件ウェブサイトの閲覧者が，本件記事の上部にある動画再

生ボタンをクリックした場合も，本件ウェブサイトのサーバ

を経ずに，「ニコニコ動画」のサーバから，直接閲覧者へ送信

されたものといえる。すなわち，閲覧者の端末上では，リン

ク元である本件ウェブサイト上で本件動画を視聴できる状態

に置かれていたとはいえ，本件動画のデータを端末に送信す

る主体はあくまで「ニコニコ動画」の管理者であり，被告が

これを送信していたわけではない。」とし，被告がリンクを

貼った行為が送信可能化に該当しないと判断している。

(7)前掲ロケットニュース 24 事件も同旨。

(8)東京地判平 15 年 1 月 29 日［中間］（平成 14 年(ワ)第 4237

号），これと東京地決平 14 年 4 月 11 日［仮処分］（平成 14 年

(ヨ)第 22010号）も同旨。

(9)加戸守行「著作権法逐条講義（六訂新版）」（著作権情報セン

ター 2013 年）44頁には，「送信可能化という行為は，これら

のイ及びロという行為を行うことにより，自動公衆送信し得

ない状態にあったものを自動公衆送信し得る状態にして初め

てそのように評価されるということです。」との記載がある。

(10)まねきTV下級審でも，インターネット回線への接続が同

号ロの接続に該当する旨の主張がなされていたが，柱書要件

「自動公衆送信し得る」ようにするものではないとの判断が

されている。

(11)欧州の事件であり直接対比することはできないが，

Svensson 事件判決（CJEU 13 February 2014, C-466/12）

は，情報社会指令 3 条 1 項の「公衆伝達(communication to

the public)」の適用には「新たな公衆」に向けられているこ

とが必要である(must also be directed at a new public)こ

とを示している。

(12)これも欧州の事件であり直接対比することはできないが，

GS Media 事件判決（CJEU 8 September 2016, C-160/15）

は，違法にアップロードされた著作物に対しリンクを設定す

る行為について争われた。

(13)アップロード者とリンク設定者の間の共同性まで認定し

た判決として，東京地判平成 26年 1月 17 日（平成 25 年(ワ)

第 20542 号）がある。

(14)前掲 GS Media事件判決でも，リンクを設定する行為の違

法性の考慮事項として，リンクを設定する行為がなければ受

信者は著作物を享受できなかったことを挙げている(in the

absence of that intervention, its customers would not, in

principle, be able to enjoy the broadcast work)。

(15)インラインリンクを単に＜img＞タグのことであるとして

もその数は膨大であろうし，＜img＞タグのターゲットとな

る画像サーバと HTMLサーバとを分離するサーバ構成も広

く行っている。しかも，複数のWeb ページで＜img＞タグ

のターゲットを共通化して，画像サーバのリソースを節約す

ることも一般的である。

(16)前掲 GS Media事件判決参照。

(17)最三小判平成 23 年 1 月 18 日判決・民集 65巻 1 号 121頁。

(17)「最高裁判所判例解説 民事篇 平成 23 年度 上」(法曹会編

2014 年)51-52頁

(19)前掲最判解説 52頁。

(20)前掲最判解説 51頁。

(原稿受領 2018. 3. 28)
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